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（１） 2007年3月期中間決算のトピックス

移動体通信事業の増収・減益、先行的人材投入により人件費比率ＵＰ
（粗利55百万円増、継続手数料3百万円増、直販比率86.2％）

ドコモモール名東八前をドコモショップへリニューアル
ボーダフォン（五条桂・足利北）をソフトバンクショップへリニューアル
ダ･カーポ新規出店（館林・枚方長尾）

新人事制度の導入による支給対象期間変更による支給見込等増加(約23百万円）

ＩＰソリューション事業のＮＴＴ東日本向け販売、立ち上げの遅れ
（計画の達成率7.3％にとどまる。メーカーからの納入を4月に予定していたが7月に。その後NTTでの
本検証を終え、実際の販売は9月より開始）

ドコモショップ大府店が火災
(8/17より休業10/6営業再開、損失発生約18百万円）

ＩT教育事業の拡販戦略、立ち上げの遅れ（前期並みの状況）

モバイルビジネス事業における法人向けソリューション事業
（ICカード等のシステム、チェーン店向けCRMソリューション等）が収益貢献
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（２） 連結損益計算書概要

27.630.10.5431.6143152.91.8156当期純利益

3.4

3.5

16.6

20.1

79.9

100.0

売上高

比率（％）

117.199.617.31,65719.01,663103.81,414販管費

113.5114.080.97,71677.4　　6,76698.46,794売上原価

2007年 3月期（上期）

106.191.719.01,81522.61,979102.61,710売上総利益

実績

予想

対比

（％）

業績予想値

46.748.91.41343.127495.3287経常利益

53.650.11.71583.631597.0295営業利益

112.0109.0100.09,532100.08,74599.28,504売上高

前年
同期比

（％）
売上高

比率（％）
金額

売上高

比率（％）
金額

前年

同期比
（％）

金額

2006年 3月期（上期）

科　目

（単位：百万円：％）
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前期比（%）前期比（%）

△46

△28

2

563

2006年3月期

（上期）

26

135

302

8,129

2006年3月期

（上期）
2007年3月期（上期）

200７年3月期

（上期）

95.8

59.6

105.0

82.9

119.2

74.0

128.6

111.8

△4831IT教育事業

△47105
IP電話関連機器
販売事業

21369
モバイルビジネス
事業

4679,089移動体通信事業

営業利益売上高

事業セクター

（単位：百万円：％）

（３） 事業セグメント別業績概要

注1）　セグメント別の金額は相殺消去前の金額による
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（４） 経常利益の状況（対前期比較）

【前年同期比　経常利益減の主な内容】
移動体通信事業ではMNPを控えた買い控え等により96百万円の減少、モバイルビジネス事業はCRMソリューションやICカー
ド等システムが収益に貢献し、19百万円増加の結果となりました。その他事業（IPソリューション事業及びIT教育事業）に
ついては、それぞれ立上げが遅れたことにより、22百万円の減少となっております。
新人事制度導入における支給対象期間変更による支給見込等増加等により、本社費等の費用が37百万円増加となりました。
営業外損益関連の主な内容として、株式公開関連費用等があります。
その結果、連結経常利益は前期より153百万円の減少となりました。

移動体通信事業
による減益

-96

モバイルビジネス
事業による増益

＋＋＋＋19

その他事業
による減益

-22
本社費等の
費用増加

-37
営業外損益
関連

-16

06.3月期月期月期月期
（（（（上期上期上期上期））））

経常利益経常利益経常利益経常利益

07.3月期月期月期月期
（（（（上期上期上期上期））））

経常利益経常利益経常利益経常利益

287

134

‐‐‐‐153百万円

経常利益の減少営業活動による利益の増減要因

-99百万円百万円百万円百万円

全社費用にかかる利益増減要因

-53百万円百万円百万円百万円
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（５） ① 移動体通信事業

移動体通信事業　全店および既存店売上高推移移動体通信事業　全店および既存店売上高推移

営業利益の推移と店舗数営業利益の推移と店舗数

（単位：百万円）

9,664

8,129

9,089

6454
7,0957,725

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

06.3期上期 06.3期下期 07.3期上期

07.3期上期　出店状況

ダ･カーポ館林店7.7

ダ･カーポ枚方長尾店4.282006.

ドコモスポット駒沢大学店3.31

ダ･カーポ銚子店3.10

auショップ足利北2.242006.

ダ･カーポ加茂店9.23

ダ･カーポ下館店4.222005.

06.3期　出店状況

07.307.3月期上期月期上期
259259百万円の百万円の

売上高増売上高増

06.306.3月期月期
629629百万円の百万円の

売上高増売上高増

653

467

595

0

150

300

450

600

750

900

06.3期上期 06.3期下期 07.3期上期

373531

全店売上高

既存店売上高

（単位：百万円）

　営業利益

店舗数店舗数

キャリア別販売台数　キャリア別販売台数　

7,220

27,591

87,107

06.3期

下期

6,277

21,027

74,300

06.3期

上期

6,814SoftBank

22,583au

83,961NTTﾄﾞｺﾓ

07.3期

上期
決算期

※直販台数
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9,664

8,129

9,089

595 653

467

0

3,000

6,000

9,000

12,000

06.3期上期 06.3期下期 07.3期上期

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

（５） 事業別実績　① 移動体通信事業

売上高と営業利益の前年同期比売上高と営業利益の前年同期比
（単位：百万円）

売上高　　　営業利益

売上高に占める受取手数料等の割合売上高に占める受取手数料等の割合

（単位：百万円）

ダ･カーポ　キャリアショップ別売上高推移ダ･カーポ　キャリアショップ別売上高推移

07.3期上期　1店舗あたりの販売台数07.3期上期　1店舗あたりの販売台数

ダ･カーポ

キャリアショップ

3,77418

2,41519

1店舗あたりの販売台数店舗数

3,957

3,473

4,340

3,229
3,025 3,281

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

06.3期上期 06.3期下期 07.3期上期

ダ・カーポ

キャリアショップ

（単位：百万円）

1,034 1,125 1,056

5,464 6,472 6,119

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

06.3期上期 06.3期下期 07.3期上期

商品売上 受取手数料等

販売台数（直販・卸）と直販比率販売台数（直販・卸）と直販比率
（単位：台）

121,496

145,969

134,386

84.684.5
86.2
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06.3期上期 06.3期下期 07.3期上期

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

120,000

130,000

140,000

150,000
（％）
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（５） ① 移動体通信事業　店舗数の推移
� キャリアショップ・リニューアル

• ドコモショップ名東八前店

愛知県名古屋市名東区八前１－８０３

■ソフトバンク五条桂

ダ・カーポ店　出店都市圏別キャリアショップ店舗数都市圏別キャリアショップ店舗数

1

0

1

Softbank

1

0

3

au

7

3

3

ＮＴＴドコモ

関西圏

東海圏

関東圏

キャリア

ダ・カーポ県別出店数と店舗数累計ダ・カーポ県別出店数と店舗数累計

11大阪府

50茨城県

51群馬県

20新潟県

20千葉県

30栃木県

累計上期出店

【【【【館林店館林店館林店館林店】】】】

【【【【枚方長尾店枚方長尾店枚方長尾店枚方長尾店】】】】
大阪府枚方市山田池東町1870-1

京都市西京区上桂北村町２１６

群馬県館林市本町4-704-1

■ソフトバンク足利北

栃木県足利市助戸東山町８６３－１

※上期におけるキャリアショップの出店は無し。
　　ドコモショップ名東八前店、ソフトバンク五条桂、
　　ソフトバンク足利北の合計3店舗をリニューアル。
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（５） ① 移動体通信事業　上期事業総括

①　売上高に関して（販売戦略）

� 前期末の出店により販売ボリューム拡大⇒増収

②　利益に関して

� 先行的人材投入による人件費比率のＵＰにより、営業利益ＤＯＷＮ

③　出店に関して

④　人材育成に関して

�モチベーション研修の開催　

� 競争激化により、端末の粗利が低下　（06．3期上期　12,847円⇒07．3期上期　12,025円）

�関西におけるダ・カーポテスト店出店（４月）

�新人事制度施行

�ダ・カーポ枚方長尾店（大阪府）、館林店（群馬県）オープン、合計キャリアショップ１９店、ダ・カーポ１８店に

� 直販比率86.2％、既存店売上高は前年同期より641百万円増

�採用施策（高卒の新規採用）
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（５） ② モバイルビジネス事業

�　ほぼ計画どおりの進捗。前期、収益黒字化達成後、黒字を継続

�　法人向けソリューション事業が好調（ICカード等のシステム、売上管理システム
　　等） 。ＣＲＭソリューション提案好調

� 占いコンテンツに特化（「宇月田麻裕・音霊術」オープンし、合計３サイトに）
　 退会者媒体を立ち上げ準備完了

403
369

302

21

2

57

0

200

400

600

06.3期上期 06.3期下期 07.3期上期

0000
10101010
20202020
30303030
40404040
50505050
60606060
70707070
80808080
90909090
100100100100
110110110110
120120120120

（単位:百万円）

売上高

営業利益

モバイルビジネス事業　売上高・営業利益推移モバイルビジネス事業　売上高・営業利益推移

２

占いコンテンツ占いコンテンツ
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（５） ③ その他事業

� ＩＰソリューション事業

� ＩＴ教育事業

� 主にＮＴＴ東日本向け立ち上げが遅れ、計画に対し未達

� 前期上期とほぼ同じ程度の売上にとどまる

� 直販・代理店網は、商材の変更による立上げの遅れ（前年同期比△19％）

� ｅラーニング教材の開発

� NTT納品実績・・・市役所、水道局、各種企業向け案件納入

� 構造改革特別区第１陣の成果が現れる（認定自治体２６、講座開設者４９）

� 学校教材としてのモニター導入が決定

⇒午前試験免除　基本情報技術６９人・初級シスアド７３人
　 合格率　基本情報技術４４．９％、初級シスアド３２．９％

※NTT東日本との契約により具体的名称の記載は致しかねますのでご了承ください。
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（６） 連結貸借対照表概要　①
（単位：百万円）

投資有価証券262百万円増
50628.21,53919.41,033投資その他資産

長期借入返済49百万円

株式交付費

IT教育事業における商標権関連７９百万円

新規出店（2店舗）による店舗備品等の増加

期末月の仕入状況に影響を受ける

ほぼ季節的要因

資
産
の
部

△12022.51,22825.31,348たな卸資産

資産合計

負債合計

固定負債

流動負債

固定資産

流動資産

繰延資産

無形固定資産

有形固定資産

その他

受取手形および売掛金

現預金

構成比(%)構成比(%)

△27957.63,14564.33,424

5910.45669.5507

短期借入純減100百万円
△33847.22,57954.82,917

負
債
の
部

134100.05,459100.05,325

ー0.211ーー

984.22312.5133

416.73686.2327

64539.22,13828.11,493

474.82604.0213

△31628.71,56735.31,883

△1314.72557.2386

△52160.63,31071.93,831

コメント増減額

(百万円)

2007年 3月期中間期末2006年 3月期末

決算期
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（６） 連結貸借対照表概要　②
（単位：百万円）

134

412

ー

2

410

60

217

134

増減額

(百万円)

円安による為替変動

株式公開時の募集等

株式公開時の募集

コメント

0.2120.210その他有価証券評価差額金

31.41,71728.11,500資本剰余金及び利益剰余金

少数株主持分

自己株式

資本金

42.12,30135.51,891株主資本合計

純
資
産
の
部

※

純資産合計

10.75838.4449

ーー△1.1△60

ーーーー

42.32,31335.71,901

構成比(%)構成比(%)

100.05,459100.05,325負債･純資産合計

2006年 9月中間期末2006年 3月期末

決算期

※　前期末の資本の部の表記については、便宜的に新会計基準適用後の当中間期末の表記とあわせております。



２．中期的事業戦略と下期の施策
　　（2007年3月期業績予想）
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（１） 中期的事業戦略　－① 　

今後今後33年間で、年間で、モバイルビジネス事業、モバイルビジネス事業、
ＩＰ電話機器販売事業ＩＰ電話機器販売事業、、ＩＴ教育事業の利益合計をＩＴ教育事業の利益合計を
移動体通信事業と同額に移動体通信事業と同額に

直販比率の更なる上昇とダ・カーポ店の継続出店直販比率の更なる上昇とダ・カーポ店の継続出店
によりにより移動体通信事業は安定成長を維持移動体通信事業は安定成長を維持

戦略のポイント
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（１）　中期的事業戦略　－②　

各セクションの方向性

ＶｏｌＰＶｏｌＰＶｏｌＰＶｏｌＰ機器販売機器販売機器販売機器販売
ダカーポダカーポダカーポダカーポ店店店店
のののの強化強化強化強化

広告事業広告事業広告事業広告事業へのへのへのへの参入参入参入参入

《モバイルビジネス事業》

《移動体通信事業》 《ＩＰソリューション事業》

モバイルモバイルモバイルモバイルＩＰＩＰＩＰＩＰフォンフォンフォンフォン　　　　２２２２　　　　in 1phone開発開発開発開発

ＣＲＭＣＲＭＣＲＭＣＲＭ等等等等

モバイルソリューションモバイルソリューションモバイルソリューションモバイルソリューション 業務改善業務改善業務改善業務改善提案提案提案提案

ＦＭＣ

モバイル

ソリューション
法人接点強化
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店舗展開

（２） 下期の施策　① 移動体通信事業

ダカーポ店のドミナントエリアへの出店（下期３店舗計画　群馬／栃木）

ＭＮＰ実施後の活性化および各キャリア新機種投入への対応

キャリアショップ、ダカーポ店における徹底的な差別化策の展開

新商材開発研究

� 各キャリアの特色、料金体系、機能性等に関する商品知識を強化

� お客様の声を店舗運営に取り入れた顧客満足度向上の追求を実践

販売戦略

ダカーポ店とは異なる業態の店舗出店計画（検討中）

� 通信全般に関する体験的・遊び感覚的提案拠点・その他商材販売

� 店舗での集客を活用した取組検討
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（２）-② モバイルビジネス事業

　　ネット広告ベンチャーとの合弁、経営統合

�　市場規模2804億円（※）といわれるネット広告事業に参入

　　日本商工会議所推奨「CHAMBER WEB」提携協力契約

狙い

全国522地方会議所、中小企業145万社を対象としたサイト広告事業の他、
経営課題解決のためのソリューション提供

エイブルアクセスとの合併、ネット広告事業へ参入

�　売上に結びつくソリューションの提供

�　ネット事業全般のマーケティング、市場動向の掌握

　企業価値の拡大に寄与　　企業価値の拡大に寄与　

【株式会社エイブルアクセス概要】

　代表取締役社長　：　三宅川　登
　資本金　：　15,000千円
　純資産　：　△17,725千円
　総資産　：　110,897千円　

新規分野への取り組み

（※）電通「日本の広告費」より



©© 2006 2006 NEPRO JAPAN, All Rights Reserved.NEPRO JAPAN, All Rights Reserved. Page Page 2020

　（２）-③ IPソリューション事業

� 下期に約６００台の案件を受注済み、１，５００台の卸販売を計画

� ＮＴＴ西日本への卸販売について協議中

� 新端末（ＩＰ-ＰＢＸ）を‘０７年２月目処に販売開始

� 光電話オフィスタイプに接続できる端末の開発を開始

拡販への取組と新端末の開発

NTTグループへの卸販売

当社代理店ネットワーク（約200社）への卸販売と直販
� ＩＰ-ＰＢＸを拡販

�固定電話とモバイルを
　 融合させた商品販売

0000

50505050

100100100100

150150150150

200200200200

250250250250

300300300300

350350350350

400400400400

450450450450

500500500500
（億円）

２４４ ２９９ ３５２ ３９０ ４１５ ４５０

３９６ ４０３ ４１４ ４２７
４３６ ４５０

【ＰＢＸ【ＰＢＸ【ＰＢＸ【ＰＢＸのののの国内市場予測国内市場予測国内市場予測国内市場予測】】】】

２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０

ＰＢＸ

うちＶｏＩＰ
対応装置

(出典：情報通信ネットワーク産業協会「2005年度通信機器中期需要予測」）
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　（２）-④ ＩＴ教育事業　 －①

ＣＩＷ認知度向上に向けた取り組み

０７年１２月期　
黒字化を目指す

� 来年4月の企業新人社員向け講座、教材需要に向けた

　　法人営業の強化

� 構造改革特区に係る学校法人向け営業の強化

　　（０６年春秋実施　「基本情報技術者試験」、「初級シスアド」
　　受験者数　約３５万人）
　　※独立行政法人　情報処理推進機構発表による

� ネット教育センター社との協業によるeラーニング教材の開発注力

� 中学、高校におけるITスキル習得のためのコンテンツ作り
　　⇒国内におけるIT関連検定のスタンダードを目指す

3.13.13.13.1

5.45.45.45.4

7.97.97.97.9

10.710.710.710.7

14.014.014.014.0

9.79.79.79.7

14.914.914.914.9

26.926.926.926.9

7.57.57.57.5

0000 10101010 20202020 30303030

中学生中学生中学生中学生

小学小学小学小学6666年生年生年生年生

小学小学小学小学5555年生年生年生年生

小学小学小学小学4444年生年生年生年生

小学小学小学小学3333年生年生年生年生

小学小学小学小学2222年生年生年生年生

小学小学小学小学1111年生年生年生年生

3333 ---- 5555歳歳歳歳

0000 ---- 2222歳歳歳歳

そのそのそのその他他他他
1%1%1%1%

特特特特にににに何何何何もしていもしていもしていもしてい
ないないないない
40%40%40%40%

独学独学独学独学をさせていをさせていをさせていをさせてい
るるるる
13%13%13%13%

外部外部外部外部でででで習習習習っていっていっていってい
るるるる（（（（塾塾塾塾ややややパソコンパソコンパソコンパソコン
教室教室教室教室などなどなどなど））））
3%3%3%3%

親親親親がががが行行行行っているっているっているっている
43%43%43%43%

【【【【子供子供子供子供ががががインターネットインターネットインターネットインターネットをををを
　　　　　　　　利用利用利用利用しししし始始始始めためためためた学齢学齢学齢学齢】】】】

【【【【学校以外学校以外学校以外学校以外でのでのでのでのパソコンパソコンパソコンパソコンのののの教育教育教育教育についてについてについてについて】】】】

※2007.8.2　gooリサーチ「第4回小学生のインターネット利用に関する調査」より
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　（２）-④ ＩＴ教育事業　 －②

ビジネスモデル

1級級級級

合格者

教材販売

企業向け

　eラーニング

学校法人向け

高校向け

大学向け

書籍出版

B2B

B2B2C

B2C

検定収入

2級級級級

3級級級級

人材派遣

特定
派遣

人材
マッチ
ング

一般
派遣

紹介
予定
派遣

中学向け

（検定イメージ※）

（新規検定開発）
※1級、2級、3級は検定イメージであり、確定しているものではございません。
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（３） ２００７年３月期連結業績見通し

（%）（%）

（単位：百万円：％）

　　　　　　　　　　　　7,462.97　　　　　　　　　　　45,180.25　　　　　33,085.91１株１株当たり当たり当期純利益当期純利益（（円）円）

ー
　　　　　　　　　　　15,060.08

（22,695株）

　　　　　11,028.64

（21,909株）
（※遡及修正金額）（※遡及修正金額）

141.4

122.6

118.2

105.9

106.3

前期比

1.8

3.5

3.5

80.7

100.0

構成比

　　　　　　　　　　　　　　　4,500

　　　　　　　　　　　　83,046.98

（22,893株）

　　　　　　　　　　249,140.94

7,631株

341

651

647

15,050

18,654

2006年3月期

1.4

3.0

3.1

81.0

100.0

構成比

　　　　　　　　　2,500

　　　　　　68,084.29

（22,293株）

　　　　204,252.86

7,431株

241

531

547

14,204

17,535

2005年3月期

　　　　　　　　　　　　1,500　（※）１株当たり配当金（円）１株当たり配当金（円）

ー（※遡及修正金額）（※遡及修正金額）

　　　　　　　　　　　　95,119.10１株当たり純資産額（円）１株当たり純資産額（円）

26,397株期末期末株式数株式数（※）（※）

57.51.0196当期利益（百万円）当期利益（百万円）

60.82.0396経常利益（百万円）経常利益（百万円）

66.22.2428営業利益（百万円）営業利益（百万円）

106.580.616,029売上原価（百万円）売上原価（百万円）

106.7100.019,898売上高（百万円）売上高（百万円）

前期比構成比

2007年3月期（予想）

※　※　20062006年年77月月11日付で日付で11株を株を33株に分割しております。株に分割しております。

(%(%）） (%(%）） (%(%））
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（３） ２００７年３月期連結業績見通し

前期比
（%）

45

220

705

17,790

2006年3月期 2007年3月期

140.0

251.3

129.2

104.0

63IT教育事業

553
IP電話関連機器
販売事業

911モバイルビジネス事業

18,498移動体通信事業

売上高

事業セクター

5

0

累計

3

0

下期

ダ･カーポ

キャリアショップ

店舗形態

5

0

通期

（単位：百万円：％）

注1）　セグメント別の金額は相殺消去前の金額による

通期見通しの前提通期見通しの前提

移動体通信事業（出店計画）移動体通信事業（出店計画）



（ご参考）会社概要
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（１）　会社概要

事業沿革事業沿革

：　　２，３１３百万円(２００６年９月末現在）連結純資産　　

事業内容

社員数

連結経常利益

連結売上高

本社

設立

：　２２５名（２００６年９月末日現在　連結グループ）

：　東京都中央区京橋1-11-8　西銀ビル

：　１９９１年（平成３年）１２月　（株）新都市科学研究所として設立

：　移動体通信事業、IPソリューション事業

：　 ６５１百万円（２００６年３月期）

：　１８，６５４百万円（２００６年３月期）

：　１９９７年（平成９年）　３月　商号を（株）ネプロジャパンに変更

株式会社ネプロジャパン株式会社ネプロジャパン

91年12月 （株）新都市科学研究所設立

95年11月 二次代理店として移動体通信事業開始

96年 4月 エヌ･ティ･ティ関西移動体通信網（株）（現（株）エヌ･ティ・ティ･ドコモ関西）と 一次代理店契約を締結

97年 2月 エヌ・ティ・ティ移動通信網（株）（現（株）エヌ・ティ・ティ・ドコモ）と一次代理店契約を締結し首都圏進出

00年 7月 （株）インターベル（04年４月に当社に吸収合併）が、郊外型携帯電話併売店「ダ･カーポ」の営業展開を開始

00年 7月 iモードをはじめとした公式サイト配信開始

04年 2月 （株）インフォーエスと業務提携しブロードバンド対応VoIPゲートウェイ「e-Gateway」の取扱開始
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（２）　グループ及び提携会社

【当社】

【連結子会社】

【連結子会社】

74％出資

【持分法適用関連会社】

株式会社プライゼクス

モバイルビジネス事業

40％出資

プロソフトトレーニング
ジャパン株式会社

IT教育事業

株式会社ネプロアイティ
　モバイルビジネス事業

株式会社インフォーエス

VoIP関連機器の開発・製造

【業務提携】

17.5％出資

株式会社サイタス
　　　　　　　マネジメント

サーバー運用・監視

7.5％出資

【業務提携】

ICカード専門SIer

インフォトラスト株式会社
（韓国）

【業務提携】

【業務提携】

100％出資

9.5％出資

（（20002000年年22月設立）月設立）

（（20042004年年33月連結子会社化）月連結子会社化）

株式会社モバイル・テクニカ

IP電話ソリューションの開発・製造

【業務提携】

移動体通信事業

IPソリューション事業

株式会社ネプロジャパン

12.6％出資

15％出資

株式会社DOMIRU
動画コンテンツ配信事業

【業務提携】

※2006年7月現在
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（３）　業績推移

継続的な売上高の拡大

成長分野への先行投資負担を吸収

9,904
10,642

13,663

18,012

15,708

16,958
17,535

16,561

18,654

01.3期 02.3期 03.3期 04.3期 05.3期 06.3期

売上高(単体）

売上高（連結）

新規出店により着実に増収を達成

安定的な収益の計上

(百万円) (百万円)

412

374

419

277

659
687

478

651

531

135

216 218

111

217

314
260

341

241

0

100

200

300

400

500

600

700

800

01.3期 02.3期 03.3期 04.3期 05.3期 06.3期

経常利益（単体） 経常利益（連結）

当期純利益（単体） 当期純利益（連結）
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0

15000

30000

45000

60000

0

100

200

300

（４） 携帯電話市場の現状と当社

（千台） （千台）

04.3期

04.3期

03.3期

03.3期

02.3期

02.3期

当社販売台数 ２６２６万万７５００７５００台台　（２００６.３期）

【資料】JEITA「移動電話国内出荷実績 」

携帯電話出荷台数携帯電話出荷台数 当社の携帯電話販売台数当社の携帯電話販売台数

10%
20%

16%

▲4%

いたずらに卸売販売の台数を求めず、利益率に主眼を置いた販売施策を
実施　　（当社の卸売販売台数　2005．03期　４４,２２３台、2006．03期　４１,100台）

05.3期

05.3期

▲12%

▲0.2%

06.3期

06.3期

8.7% 3.4%
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（５） 当社の強み・特長

事業ポジションの強みと現場実践力の強み

三大都市圏で

３大キャリアの

一次代理店且つ

大型併売店を持つ
（東海はドコモのみ）

（直販比率84.6％）

三大都市圏で

３大キャリアの

一次代理店且つ

大型併売店を持つ
（東海はドコモのみ）

（直販比率84.6％）
現場での

高い実践力

現場での

高い実践力

全キャリアに

公式サイトをもち

モバイル関連技術と

ソリューション力

を持つ

全キャリアに

公式サイトをもち

モバイル関連技術と

ソリューション力

を持つ

ＮＴＴに

製品供給可能な

高い商品企画力と

技術的背景

ＮＴＴに

製品供給可能な

高い商品企画力と

技術的背景
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（５）-1　移動体通信事業

NTTNTTNTTNTTドコモを中心に３大キャリアを取り扱う

３大キャリアショップ一覧 （０6年3月末現在）

DoCoMoDoCoMoDoCoMoDoCoMoショップ（専売店含む）

関東圏３店舗　東海圏３店舗
関西圏７店舗　

auauauauショップ

SoftBankSoftBankSoftBankSoftBankショップ

関東圏３店舗　関西圏１店舗

計４店舗

関東圏１店舗　関西圏１店舗

計２店舗

計１３店舗

DoCoMoDoCoMoDoCoMoDoCoMoショップ

SoftBankSoftBankSoftBankSoftBankショップ
３大キャリア一次代理店店舗数推移東・名・阪の大都市圏でDoCoMoDoCoMoDoCoMoDoCoMoショップ一

次代理店を展開している独立系代理店は
当社のみ

首都圏・関西圏においては３キャリアの一次
代理店契約

３キャリアの戦略を有効に活用し、販売数を
拡大

～３大都市圏に主要キャリアの一次代理店を展開

auauauauショップ

0
1
.3

期

0
2
.3

期

0
3
.3

期

0
4
.3

期

0
5
.3

期

0
6
.3

期

12

3

2

13111088

43333

22221SoftBank

au

ドコモ

NTTNTTNTTNTTドコモ、auauauau、SoftBankの
キャリアショップ
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社内における出店基準をクリアした地域へ出店（北関東が中心）

① 携帯普及率が比較的低い
② 出店コストや運営コストが安価
③ 周辺キャリアショップの売り上げが大きい
④ 電車に乗って直接都心に行けない
⑤ 店舗から半径１０kmで人口２０万人程度

※上記の①～⑤の条件を満たすエリア≒北関東

出店予定地域

ドミナント化を推進するエリア、
（茨城、群馬、栃木の３県にて）

ダ・カーポの店舗数の推移

（５）-1　移動体通信事業 ～併売店ダ・カーポによるドミナント戦略

出店基準

３大キャリアの商品を揃え、顧客の要求に対して満足されるサービスを提供

ダ・カーポ出店状況

9 11 13 16
32

01
.3

期

02
.3

期

03
.3

期

04
.3

期

05
.3

期

06
.3

期

05年12月末
携帯電話普及状況

63.9％群馬県

64.2％栃木県

64.1％茨城県

67.4％千葉県

（各種統計データより
　　　　　　　当社集計）

75.7％関東平均

55.5％新潟県

63.3％山梨県

ダ・カーポ　八日市場店ダ・カーポ　八日市場店

ダ・カーポ店の特徴

売場面積１００坪、駐車場３０～３５台を有する

全移動通信事業者の端末を販売

自動車を移動のメイン手段とする地域へ出店。但し幹線道路には出店せず。

店舗開業費平均３，０００万円の低コスト。（不動産保証金等含む）

来店動機1位は「口コミ」
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（５）-1 移動体通信事業

携帯電話販売市場の現状

・　頻繁に行われるキャリアによる料金プランの創設・変更

・　端末の高機能化に因る店頭でのコンサルティングの重要性

・　価格以外に訴求ポイントを見つけにくい

顧客に
対して

顧客に
対して

高度できめ細かいサービス、
ホスピタリティの提供が必要

質の高い顧客サービスの実現と業務システム

スタッフのモチベーションを高める一方、他社ができないサービスを提供

①　徹底した教育システムによる商品知識の向上　　『商品知識ナンバーワン！』

１日２回のロールプレイングを実施： 就業前、就業後にやり取りをカメラで撮影し商品知識レベルと営業トークの確認を実施

独自のお客様用説明資料を作成： 日々アップデートを行い、顧客に分りやすく説明する

②　スタッフの分業制導入　 『プランナー』と『フロント』に役割を分担

プランナー： 接客・端末等の顧客説明、契約のクロージングまでを担当
フロント： その後の手続きや具体的な説明、オプション対応を行う

③　ランキング制度 当月の注力計画や事業部の方針をポイント化し、
スキルアップの向上やモチベーションの向上を図る

④　会員システム制 『カーポカード』制度により割引などのサービスを実施

顧客満足度が向上とスタッフのモチベーションアップ顧客満足度が向上とスタッフのモチベーションアップ

～当社の特色①　

徹底した教育による質の高いサービスと仕組みで高収益を実現

目標目標目標目標とととと責任責任責任責任のののの明確化明確化明確化明確化　＝　　＝　　＝　　＝　他店他店他店他店とのとのとのとの差別化差別化差別化差別化目標目標目標目標とととと責任責任責任責任のののの明確化明確化明確化明確化　＝　　＝　　＝　　＝　他店他店他店他店とのとのとのとの差別化差別化差別化差別化
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（５）-1 移動体通信事業 ～当社の特色②　

仕組みと収益性の実現 同業他社が真似出来ない仕組みを創造

①　３大キャリアより量販店認定を受け、『　販売ヘルパー特別支援　』対象店

大手販売店（カメラ量販店等）とほぼ同条件

②　３大キャリアの機種変更対応拠点店
本来実績ベースでの機種変更対応拠点となるべきキャリア制度に対し、当社は新規出店時から当該対応拠点となる

③　会員カード「カーポカード」によるインセンティブ獲得

クレジットカード会社と提携カードを発行(加入率６１％)。

④　スタッフ分業制におけるフロントメンバーのオプション獲得

０６年３月期までの実績にて、ドコモ契約者の４０％をドコモカードに誘引

⑤　その他ｙａｈｏｏＢＢ、ＤＩＯＮ等の加入促進への取り組み

通信規制緩和に関係する商材等をしっかりと販売できるノウハウ保有

１店舗当り売上高及び販売台数１店舗当り売上高及び販売台数

３，５３１３，５３１

２７６２７６

０６．３期０６．３期下期下期

３，２１１３，２１１

２５３２５３

０６．３期上期０６．３期上期

４，８９９４，８９９１店舗当たり販売台数（台）

２４５２４５１店舗当たり売上高（百万円）

００７７．３．３期上期期上期
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（５）-2 ＩＰソリューション事業

戦略商品の販売（NTT向け製品開発と提供）

【当社製品の特長】

全国で最も多くの法人顧客を持つNTT法人営業部門が顧客
となる

NTT認定製品（BL登録）は日立、松下、シスコなど４社のみ

他社製品に無い桑軟性とラインナップ、そして拡張性がある

オリジナルＶｏＩＰ機器ＮＥＰＲＯシリーズ（NTT認定製品としてNTTベンダーとして提供）

NEPRO-02b+

NT-40iNEPRO-uセントレックス対応トランクゲートウェイ

NEPRO-xIP-PBX

CISCO1760VNEPRO-46pデジタル46ch（2PRI）

CISCO1751VNT-230iNEPRO-23pデジタル23ch（1PRI）

NEPRO-04bデジタル8ch（4BRI）

NT-40iNEPRO-02bデジタル4ch（２BRI）

NEPRO-08aアナログ8ch（8FXS）

NT-4SNEPRO-04aアナログ4ch（4FXS）

CISCO日立ネプロジャパン

▼NTT　ひかり電話ビジネスタイプ　BL登録商品

既存電話設備を用いてそのままＩＰ化が可能

ルーター体型であるである為、設置工事
に係る工程が減少、さらに省スペース、低
コスト、ネットワークの一元管理が可能

カスケード接続が可能であり、一つのネット
ワークに接続する端末数を増やす多段接
続が実現可能
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（５）-2　ＩＰソリューション事業

代理店ネットワークの構築による販売力強化

当社

全国代理店（約２００社）

法人顧客（中小企業）

VoIP関連機器の販売（VoIPゲートウェイ、IP-PBX等）
ならびに
IP環境下での各種ソリューション、アプリケーションの提供
（TV会議システム、ソフトフォン、CTI、勤怠管理）

関東地域
約１４０社

東海地域
約１０社

関西地域
約５０社

ＵＳＥＮ、電話商社５社、
その他中小代理店
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（５）-3　モバイルビジネス事業（㈱ﾈﾌﾟﾛｱｲﾃｨ）　

公式サイト企画・開発・制作・運営

厳しい競合状況の中、資源の集中による収益を安定化

携帯電話ＣＲＭ企画・開発・制作

モバイルネットショッピングサイトシステム開発
（ベルーナRyuRyu、オージオ化粧品等）

携帯電話３キャリア向け対応システム開発
（Iモードで制作すれば全てのキャリアに絵文字
を含め自動対応）

ＮＴＴレゾナント社戦略パートナー事業
（goo　shopping）

社団法人日本理学療法士協会（会員38,000人）
会員向けサービスの提供ならびに
クレジットカード付会員証の企画
ＩＣカードを活用した利用サービスの
企画、開発

選択と集中

その他

ソリューション

コンテンツ
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（５）-4　ＩＴ教育事業（ﾌﾟﾛｿﾌﾄﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱）

米国　Ｐｒｏｓｏｆｔ　Ｌｅａｒｎｉｎｇ　社　ＣＩＷ関連教育教材の日本語版テキスト開発と販売

ＣＩＷ
（Ｃｅｒｔｉｆｉｅｄ　Ｉｎｔｅｒｎｅｔ　Ｗｅｂｍａｓｔｅｒ）
とはインターネットスキル資格の一つ

国際的なＩＴ資格の普及促進

事業内容

幅広い体系

世界１００カ国以上で使用（２００５年度）

ベンダーニュートラルな資格

CIW資格　公式カリキュラム

ＩＴＳＳ（ＩＴスキル標準）に準拠
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IR窓口

当該資料は弊社の会社内容を説明するために作成されたものであり、投資勧誘を目的に作成された

ものではありません。投資を行う際は、必ず目論見書をご覧頂いたうえで、投資家ご自身の判断で

行うようお願い致します。

【IR担当】　　　
取締役管理本部長　　纐纈　崇　　

http://www.nepro.jpURL

ir@neproit.comEmail

03-6803-3971FAX

03-6803-3976TEL


